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新たな政策評価制度の検証について 

 

 今回の中間評価は、平成２９年度に行った政策評価制度の再構築後、初めての評価となる

ため、これまでの評価作業や審議会における議論を踏まえ、現時点における検証を行った。 

  

１ 再構築時の主な改善内容 

   評価結果を行政活動の改善につなげるため、計画事業、客観指標及び生活実感・行動

指標との関連性を高め、分析・考察を強化することを主眼として改善を行った。 

【主な改善内容】 

（１）市民アンケート 

   ア アンケートの構造化（実感の理由を問う設問追加による客観指標等との接続強化） 

   イ 当事者性を把握するため、属性に関する設問を充実 

   ウ 適切な傾向を把握するため、設問を市民の実感しやすい分野に絞り込み 

（２）客観指標の見直し 

   ア より適切な指標の採用（指標の追加・差替えなど） 

   イ より適切な目標値の採用（進捗状況などを踏まえた目標値の修正） 

 （３）評価方法・プロセスの整理 

   ア 機械的な点数化・平均化による５段階評価の廃止 

   イ 指標の性質や関係性を踏まえ、評価プロセスを３段階に整理 

（①行政活動実績評価、②アンケートの分析・考察、③政策評価） 

   ウ 評価実施者の見直し 

（政策企画課の役割拡大、事業所管部局との調整・認識共有を強化） 

 

２ 検証結果（主な改善内容に関する効果課題） 

（１）市民アンケート 

   ア アンケートの構造化 

・実感の理由が把握可能となったため、客観指標・計画事業と関連づけたことに    

より具体的な分析・考察が可能となった。 

     ・市民の否定的実感が示された分野について、アンケートの属性別分析や客観 

 指標・計画事業の進捗状況、事業に関する周辺状況、その他外部要因などから

分析・考察を行うことにより、行政課題の抽出を試みた。その結果、具体的な改

善点の特定には至らなかったものの、改善に向けた示唆を多く得ることができ
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た。 

・一方、分析・考察の具体性を高めるため、第一段階の行政活動実績評価によりデ

ータの把握に努めたものの、最終段階の政策評価で市民の実感と市の取組みを

関連付けた総合的な分析・考察を行うにあたっては、さらに多くの追加データ

等が必要となり、その把握と分析、調整に時間を要した。日頃からデータを把

握することの重要性を改めて痛感したところである。 

    ・アンケートの回収状況については、構造化による回答者の負担増が回収率の低

下を招くことを懸念していたが、回答数３，３９２（回答率３４％）と、全体

としては統計分析が可能なサンプル数を確保することができた。 

    ・一方、回答数の属性別傾向をみると、性別・居住区については母集団の傾向と

概ね同様であるものの、年代別については差が見られた。たとえば２０代の構

成比は、母集団１１．９％に対し６．６％にとどまり、逆に７０代では母集団

１３．８％に対し１８．８％となるなど、若年層が少なく、高齢層が多くなっ

ており、このことが全体の回答傾向に影響を与えていると考えられる。また、

年代×居住区など複数の属性によるクロス集計の際、１０・２０代のサンプル

数が極端に少なくなってしまい、定量的な傾向として扱うことが難しかった。 

・今回はじめてＷｅｂ回答を採用し、若年層の回答促進にある程度寄与したもの

の、改善に向けた検討が必要と考える。 

    ・なお、構造化にあたり第２層及び第３層を設定したものの、分析・考察で活用

したのは第３層のみであった。 

   イ 属性に関する設問の充実  

     ・今回の評価では、２－２（出産・子育て）、２－４（高齢者福祉）、２－５（障

害者福祉）、３－１（学校教育）の４分野で、当事者の実感により評価を行っ

た。これにより、肯定・否定の傾向がより鮮明となり、行政課題の抽出に役立

った。 

     ・このほか、居住区別、年代別など属性によるクロス集計を網羅的に行い、特徴

的な傾向が明らかになったものについて政策評価シートに記載した。このこと

も、分析・考察を深めるのに有効であった。 

  ウ 設問の絞り込み 

     ・市民の実感をより適切に把握するため、市民が実感しやすい設問に絞り込んだ。

また、付帯効果として、アンケートの構造化に伴い増大する回答負担の軽減も

期待した。 
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・はじめに付帯効果については、回答数３，３９２（回答率３４％）を確保したた

め、ある程度の軽減効果があったものと考える。 

     ・一方、アンケート指標を設定しなかった７分野の政策評価については、客観指

標・計画事業の状況などにより評価したものの、市民の実感が把握できない分、

ストーリー性が十分ではなく、行政活動実績評価をベースとした総括的な分

析・考察にとどまった。 

 

（２）客観指標の見直し 

   ア より適切な指標の採用 

・客観指標の追加や差し替えにより、計画事業との関連性が向上し、行政活動実

績評価における分析・考察を深めることができた。 

・一方、より適切な指標の検討が必要なものも一部でみられた。 

   イ より適切な目標値の採用 

・目標値については、過去の実績・進捗状況や外部要因等を踏まえ修正を行い、 

より直近の実態に即した分析・考察を行うことができた。 

 

（３）評価方法・プロセスの整理 

   ア ５段階評価の廃止 

・この変更により、分析・考察の自由度が高まった。 

・従前は、指標の目標達成状況により自動的に決定される機械的評価を補強する 

   説明を付していたが、今回の評価では、指標の達成度にとどまらず、他自治体 

 との比較分析や外部要因の影響の考察など、より実態に即した分析・考察を行 

うことが可能となった。 

   イ 評価プロセスの整理 

・指標の性質や事業との関連性を踏まえプロセスを３段階としたことにより、各

段階の目的を明確化するとともに、分析・考察を深めることができた。 

・①行政活動実績評価では、客観指標と計画事業を関連付けて分析し、②アンケ

ートの分析・考察では属性を活用したクロス集計などにより回答傾向を詳細に

分析した。このような各段階の深化が、③政策評価シートにおける統合的な分

析・考察につながった。 

ウ 評価実施者の変更 

・従前は事業所管局が評価実施者であったが、今回の評価では、より俯瞰的かつ
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体系的な視点を重視し、政策企画課の役割を大幅に拡大した。 

・①行政活動実績評価では、はじめに事業所管局が作成し、その後政策企画課と

事業所管局で３度の調整によるブラッシュアップを図った。②アンケートの分

析・考察では、政策企画課が一貫して分析・考察を行い、統一的な視点から回答

傾向の特徴を抽出した。③政策評価シートは、はじめに政策企画課が作成し、

その後所管部局との数度の意見交換によるブラッシュアップを図った。 

・このように、政策企画課と事業所管局との調整・認識共有を図りつつ、分析・ 

考察の具体性・妥当性を高めることができた。 

 

３ 全体総括と今後の課題 

（１）全体総括 

・再構築における主な改善内容について検証した結果、全体として、評価の具体性や

妥当性が高まった。そのため、再構築の目的である、行政活動の改善に向けた計画

事業、客観指標及び生活実感・行動指標との関連性向上による分析・考察の強化に

ついては、概ね達成することができたと考える。 

・したがって、次回評価においても、現行制度をベースに実施してまいりたい。 

 

 （２）今後の課題 

・審議会における議論などを通じて示された個別具体的な課題については、次回評価

に向けて改善を図ってまいりたい。 

   【制度の改善に向けた主な論点】 

ア アンケートの改善 

・生活実感指標と施策の柱との対応関係 

・若年層の回答促進 

・第２層の設定要否 

・より的確な回答が得られる設問の設定（不断の見直し） 

イ 客観指標の改善 

     ・より適切な指標・目標値の設定（不断の見直し） 

 


